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令 和 ８ 年 度 事 業 計 画 

 

はじめに 

当地域においては東海・東南海地震の発生が危惧されていますが、自然災害が発生

した場合に、いち早く復旧・復興を図っていくため、我々業界が緊急応急対策として

災害廃棄物処理を担っていかなければならない使命があると思っています。 

また、昨年の 12月には鳥インフルエンザ等の家畜伝染病発生に備え、愛知県農業水

産局長と「家畜伝染病発生時のおける防疫対策業務に関する協定」を締結し、県内の

畜産農場における防疫措置についても貢献してまいります。 

一方で、国家戦略として循環経済（サーキュラーエコノミー）の実現に向けた取組

が進められており、昨年 11月に再資源化事業等高度化法が施行されました。こうした

動きもあり、産業資源循環業界ではより一層の人材確保を進めていく必要があるとこ

ろ、かねてから業界として要望を行っていた、特定産業分野及び育成就労産業分野へ

の「資源循環分野」の追加が令和 8年 1月 23日に閣議決定され、令和 9年の改正法施

行に向けて準備が進められています。こうした中、当業界も処理の「受け手」から資

源・エネルギーを製造する「創り手」に変貌していかなければならないと考えており、

この機会を逃さず対応して会員の皆様とともに協会の発展を目指してまいりたいと存

じますので、皆様方の全面的なご支援・ご協力をよろしくお願いいたします。 

また、私どもの業界は、日々排出される多種多様な廃棄物の適正処理や資源リサイ

クルの取組を積極的に進めており、社会に欠くべからざる重要な役割を担っている業

界であることは言うまでもありません。このことを地域社会の人々に、正しく評価・

理解していただくため、国連が提唱する SDGsの 17の目標を見据え、会員の皆様と一

体となって各種イベントへの参画・PR、行政・地元住民と協働しての不法投棄廃棄物

撤去作業の実施や、親子ツアーによる会員企業の資源リサイクル施設の見学等、地域

の理解を得る取組を引き続き積極的に進めてまいります。 

 

こうした社会情勢等を踏まえ、令和 8年度は、全会員の支援と協力の下、以下の重

点施策に取り組むこととします。 

 

Ⅰ 重 点 施 策 

１ 廃棄食品が不適正に転売された事案に係る再発防止の推進 

平成 28 年 1 月に当協会の会員が起した廃棄食品が不適正に転売された事案により、

産業廃棄物処理業界に対する社会的信頼が大きく失墜し、協会に対して、再発防止への

取組が問われた。 

平成 28年２月 12日付けで、公益社団法人全国産業資源循環連合会（以下「全産連」

という。）から環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長に提出した「廃棄食品が不
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適正に転売された事案に係る再発防止について（回答）」に基づき、昨年度に引き続き、

再発防止の推進に勢力的に取り組むこととし、協会が主催する実務者研修会や協会の支

部が主催する法令講習会等に３年に１回は必ず参加することを誓約していただいくと

ともに、法令順守を会員に呼びかけ、産業廃棄物処理業界に対する社会的信頼の回復に

努めていく。 

 

２ 大規模災害時の災害廃棄物処理支援体制の整備 

当地域においては、南海トラフを震源とする巨大地震が今後 30 年以内に発生する確

率について、政府地震調査委員会は、令和７年９月２６日に新たな知見を踏まえ、地震

発生確率の計算方法を見直し、長期評価を 60％～90％程度以上と一部改訂した。 

災害廃棄物処理協定の実効性を高めるために作成した業務継続計画（BCP）を令和 7

年 8 月 1 日に大幅に改訂し、第 4 版を発行しホームページに公開した。この第 4 版は、

愛知県地域防災計画及び第３次あいち地震対策アクションプランの反映や業務内容や

大規模災害発生時の対応手順を名古屋市、豊橋市、岡崎市、半田市、豊明市等と作成し

ている仮置場運営マニュアルと整合を図り、情報の共有化を図った。 

平成 27年 10月に導入した緊急通報・安否確認システムの運用方法の整備、会員への

周知及び定期的な訓練の実施、会員への資機材調査、各市町村と顔の見える関係を構築

するなど、この BCPを中心に据えた行政等関係機関との連携等の推進、大規模災害時に

備えた災害廃棄物処理活動の体制を引き続き整備していく。 

また、令和７年度は岡崎市と初動に関する協議を行い一次仮置場の運営管理について

の役割分担等を作成することができ、さらに、名古屋市、豊橋市、岡崎市、大府市及び、

豊明市と一次仮置場の設置・管理運営訓練を行うことができた。本年度は、この成果を

生かし、他の市町村に水平展開を行っていく。 

  

３ 各種研修事業に係る取組の充実強化 

 (１) 産業廃棄物処理に係る実務者研修会 

   本年度も産業廃棄物処理業界への信頼性の向上を図り、これから業界を担ってい

く若い人材の育成を図っていくため、業界の実務担当者を対象とした「実務基礎コ

ース研修会」を開催する。過去 40 回の研修会において、累計 4,870 名の会員及び

排出事業者の方に廃棄物処理の基本となる法令、委託契約、産業廃棄物管理票、帳

簿等に関し理解を深めていただいたところであるが、平成 28 年の当協会会員によ

る廃棄食品の不適正処理事案を契機に協会が主催する実務者研修会や協会の支部

が主催する法令講習会等に３年に１回は必ず参加することを誓約していただいて

おり、全産連発行の「産業廃棄物処理実務者研修会基礎コーステキスト」の他、パ

ワーポイントによる分かりやすい教材を作成し、この事業に積極的に取り組んでい

く。 
  

(２)安全衛生教育・研修 

    何事にも増して優先されるべき「安全第一」の取組を推進するため、昨年度に引

き続き、会員等の安全衛生の向上に資する各種事業を実施し、他業種に比べ事故が
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多いと言われている当業界の安全衛生の向上に努めていく。 

その一環として、本年度も新入社員や職長クラスの安全衛生教育・研修、産業廃

棄物処理業におけるリスクアセスメント推進研修、安全大会を実施していく。また、

令和５年度から行っている安全大会での安全優良職長表彰、安全優良事業所表彰、

安全標語表彰を今年度も実施していくとともに、会員企業における安全衛生の取組

状況の視察についても企画していく。 

全産連において、令和２年度に策定した第２次労働災害防止計画に基づく取り組

みが進められた結果、労働災害による死亡者数は、令和２年の 26 人から 令和３年

は 16人と大きく減少した。一方、労働災害による休業４日以上の死傷者数は、令和

２年の 1,502人、 令和３年の 1,506人とほぼ横ばいとなり、その目標を達成するこ

とは難しい状況となっている。 このような状況を踏まえ、全産連では、労働災害防

止計画の取り組みを継続的に行うことが不可欠であると判断し、全産連安全衛生委

員会において、これまでの取り組みについて検証を行い、目指す目標や重点的に取

り組むべき事項を定めた令和５年度を初年度とする第３次労働災害防止計画を策定

した。 

これを受けて策定した当協会の第３次労働災害防止計画及び令和 8 年度労働災害

防止計画に基づき労働災害防止に向けて取り組んでいく。 

 

(３)エコアクション 21認証取得研修 

産業廃棄物処理業者の優良認定制度に係る「優良認定業者」育成の一環として、

認定基準の一つである環境配慮の取組に関し、昨年度に引き続き、愛知県、名古

屋商工会議所と共催し（愛知県が応募する「エコアクション 21中央事務局が募集

する自治体イニシアティブ・プログラム」に名古屋商工会議所とともに参加。）NPO

法人愛知環境カウンセラー協会エコアクション 21地域事務局あいちの協力を得た

「エコアクション 21認証取得セミナー」を開催していく。 

特に、会員企業に大きな影響を与える「(略称)環境配慮契約法」に適切に対応

するためにも、協会として積極的に支援していく。 

 

(４)電子マニフェストに関する研修 

  令和 6 年 8 月に閣議決定された第 5 次循環型社会推進基本計画では「産業廃棄物

委託処理量に対する電子マニフェストの捕捉率」を現在の 60％程度から 2030年には

75％に引き上げる目標を掲げた。 

環境省は「電子マニフェストは産業廃棄物の適正処理や循環型社会の形成に重要

な役割を果たしており、今後とも更なる普及に引き続き取り組んでいきたい。」と

している。 

廃棄物処理法の改正により令和 2 年 4 月１日から電子マニフェストの一部義務化

が施行されており、また、令和 7 年 4 月 22 日に電子マニフェスト入力項目追加の

改正省令が公布、令和 9年 4月 1日に施行されることとなっており、再資源化等の
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情報の入力が必須となるため、電子マニフェストに関する相談などに対応できるよ

う職員のレベルアップを図っていく。 

 

４ 協会ＰＲ活動の継続的取組 

会員ひとりひとりの適正処理に対する日頃の地道な行動の積み重ねが地域社会の信

頼向上につながるものであり、そうした努力を一般の人々に知っていただくため、各種

マスコミ媒体を通じて協会のＰＲ活動を展開していく。 

また、例年好評の「親子で環境・資源リサイクル体験ツアー」等、子供たちの環境教

育等を通じて協会の取組をＰＲしていく。 

その他、環境デーなごや、エコアクション推進フェア Let’s エコアクション in  

AICHI、SDGs AICHI EXPO、愛知県及び NPO法人もりの学舎（まなびや）自然学校との協

働による環境啓発活動等のイベントに協賛し、地域住民、子供たちとの触れ合いを通じ、

当協会をより身近なものとしていく。 

さらに、平成 26 年度から加入している愛知県環境学習施設等連絡協議会（ＡＥＬネ

ット）を活用し、協会としての環境学習の取組を積極的に PRする。 

 

 

  以上の施策を重点として、各種の本年度事業を次のとおり実施していくこととする。  
 
  

Ⅱ 実 施 事 業 

1 調査・研究事業 

  （１）業務継続計画（BCP）の推進 

大規模災害発生時に迅速かつ適正に対応するため、平成 27 年３月に策定した業

務継続計画（BCP）の継続的な見直しを行う。 

また、県内全 54 市町村と締結している災害廃棄物処理協定の実効性を高めるた

めの、市町村との定期的な連絡会等を企画していく。 

 

 （２）緊急時連絡網等の整備・維持     

災害時に備え、平成 27 年度から導入している緊急通報・安否確認システム「イ

ーネットソリューションズ safetylink24」の運用方法の整備を行うとともに、協会

役員、支部役員、各支部会員が緊急通報・安否確認等の緊急連絡が円滑に運用でき

るよう、定期的な訓練を行い、緊急時連絡網等を整備・維持する。 

 

 （３）大規模災害等発生時の災害廃棄物処理支援体制の整備 

会員への資機材調査等を推進し、災害廃棄物処理活動の体制を引き続き整備して

いく。 

   また、広域な災害が想定されるため、全産連や同中部地域協議会（岐阜、静岡、

愛知、三重）において広域処理のための協力体制の整備を進めていく。 
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 （４）会員情報の整備  

    会員情報を整備し、協会ホームページの会員検索情報を最新に維持していく。 

 

（５）法令・行政情報、関係団体・専門誌等からの情報収集、提供 

① 情報収集・公開 

           法改正情報等の最新情報を集約・整理し、会員へのタイムリーな周知を図る

一方、協会ホームページ、機関誌等に情報を掲載していく。 
 

②「月刊いんだすと」の有償配付 

全産連発行の産業廃棄物処理の総合専門誌「月刊いんだすと」について購入

を希望する正会員に割引価格で有償配付していく。（有償配付数 51社） 

 

      

2 相談・指導事業 

産業廃棄物処理業に係る許認可、届出等各種申請に関する事務手続き、融資助成金に

関する事項、暴力団対策等に関する相談に対し、情報提供や適切な助言・指導を行って

いく。 

（１）相談・指導の充実強化 

 ① 臨時処理委託 

排出事業者等からの臨時処理委託については、当該地区の会員を紹介斡旋し、

適正処理の推進を図っていく。 
 

       ② 法令等相談 

法令、委託契約書、マニフェスト等の相談や、処理技術等に関する個別相談

に対し、引き続き適切なアドバイスに努めていく。 

 

 

3 普及・啓発事業 

  （１）機関誌「循環あいち」の発行 

機関誌「循環あいち」135号（令和 7年 4月 20日）から誌面を刷新した。引き続

き、協会の広報宣伝紙として、協会ニュース（協会の活動状況）、行政ニュース（法・

条例等情報、各種講習会の催し等）、会員相互の親睦や交流を紹介する支部・青年

部・女性部ニュース、安全衛生情報、産業資源循環の底ヂカラ等の新企画、新会員

の紹介等を掲載している「循環あいち」について、さらに充実を図り、会員・行政

機関・各種団体等に配布していく。 
 

 （２）産業廃棄物処理業許可証更新情報の提供 

産業廃棄物処理業許可について更新期限が近付いている会員に対し年２回通知

し、更新忘れの防止に努める。 
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 （３）ホームページ等による協会ＰＲの充実と情報公開 

新着情報、最新法令情報、会員情報、講習会情報、公開情報等をリアルタイムに

提供していく。また、見易さや内容の充実を図る等、一般社団法人としての社会的

責任を果たしていく。 

また、会員専用ページを活用し、当協会の各種会議の情報や、全産連の各種会議

等の情報を掲載し、会員相互の情報交換のコミュニケーションツールとする。 
 

（４）環境展等イベントへの出展 

「環境デーなごや」や、「エコアクション推進フェア Let’s エコアクション in  

AICHI」、「SDGs Aichi EXPO」等の機会を積極的に活用し、産業廃棄物処理事業を通

じて資源循環型社会の構築に取り組む協会会員の現状を広く社会に情報発信する

ことにより、業界の社会的地位の向上を図っていく。 
  

 （５）もりの学舎におけるＣＳＲ活動への協賛 

協会の CSR（社会貢献）活動の一環として愛知県、NPO 法人もりの学舎自然学校

との協働による愛・地球博記念公園（モリコロパーク）もりの学舎とそのフィール

ドを活用した自然体験プログラム等の環境啓発活動に協賛する。（令和 4 年度から

協賛を 3月の土・日の 4日間とした。） 
 

 （６）夏休み「親子で環境・資源リサイクル体験ツアー」の実施 

    夏休みの期間を利用して、小学生の親子ペアを環境・資源リサイクル体験ツアー

に招待し、廃棄物リサイクル施設等の見学を通じて、協会の取組をアピールすると

ともに、環境問題が身近に感じられる機会を提供する。（令和 4 年度から尾張コー

スと三河コースを統合し、一回開催とした。） 

 

 （７）愛知県環境学習施設等連絡協議会（AELネット）への参加 

AEL（あえる）ネットに加盟する民間や県・市町村の環境学習施設等（現在は 183

施設等 37 市町が参加）のうち 170 施設等と連携した環境学習スタンプラリーを実

施し、協会の環境学習活動について情報発信をしていく。 

  

 （８）優良産業廃棄物処理業者認定制度への対応 

エコアクション 21認証取得の支援を行うなど、優良産業廃棄物処理業者（令和 8

年３月３日現在、133 会員）の育成に努めるほか、「優良産業廃棄物処理業者用の

ステッカー及びシール」の販売・普及を図っていく。 

 

（９）SDGｓへの取組推進 

協会事業を SDGｓの 17 のゴールにあてはめ作成した SDGs ノートを通じて、協会

の取組をアピールするとともに、SDGs Aichi EXPO 等へのイベントに参加し、協会

の取組の情報発信をしていく。 

 

４ 産業廃棄物適正処理の推進 
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 （１）不法処理防止活動 

① 不法投棄防止パトロール等の実施 

6 月の環境月間の期間中、支部毎に不法投棄防止キャンペーンや、管内のパト

ロールによる不法投棄、野焼き、過剰保管等の不適正処理事案を調査・集約の上、

関係行政機関の指導等を要請していく。 

 

② 不法投棄廃棄物撤去作業の実施 

廃棄物の不法投棄によって環境保全上の支障が著しい場所について、支部会員

を主体とし、地域住民・関係行政機関等と協働して撤去作業を実施し、地域の環

境保全に努めていく。 
 

 ③ 愛知県産業廃棄物不法処理防止連絡協議会等への協力 

愛知県の「適正処理推進会議」、「愛知県産業廃棄物不法処理防止連絡協議会」、

「地域産業廃棄物不法処理防止連絡協議会」、中部四県産業廃棄物不法処理防止

連絡協議会合同会議に各役員が参加するとともに、情報交換、各種施策に積極的

に協力し、不適正処理の防止に努めていく。 

 

５ 関係行政機関・関係団体の施策への協力 

（１）関係行政機関との連携強化 

産業廃棄物の適正処理の推進と業界の社会的地位の向上を図るとともに、的確な

情報収集のため、「県・市行政と愛産協との懇談会」を始め各種会議等を開催し、

行政機関との関係をより一層強化するとともに、業界の各種課題に対処していく。 
 

（２）全産連、同中部地域協議会等との連携強化 

産業廃棄物の広域処理の見地から、全産連、中部地域協議会等との連携を密にし、

全国的、広域圏的レベルでの産業廃棄物に関する情報の収集に努め、広域的な組織

の連携・結束を図っていくとともに、国その他関係機関に法令の見直し等の働きか

けを行っていく。 
 

（３）電子マニフェストシステムの普及 

当協会は全国一の紙マニフェスト頒布実績を挙げているところであるが、2024 年

8月に閣議決定された第 5次循環型社会推進基本計画では「産業廃棄物委託処理量に

対する電子マニフェストの捕捉率」を現在に 60％程度から 2030 年には 75％に引き

上げる目標を掲げた。 

協会として、廃棄物処理法の改正により令和 2年 4月 1日に電子マニフェストの

一部義務化がなされており、引き続き電子マニフェストの普及・啓発を積極的に進

めていく。   

 

（４）紙マニフェストの頒布事業 

産業廃棄物の適正処理を図るため、全産連、建設六団体副産物対策協議会と協力

して、紙マニフェスト用紙の普及啓発、頒布を行っていく。 
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（５）産業廃棄物処理業の許可申請に係る講習会への協力 

令和元年度から、コロナ禍のため、産業廃棄物処理業の許可申請に係る講習会は

ＷＥＢによる申込、ＷＥＢによるビデオ視聴、会場での試験と開催方法が大幅に変

更となった。令和５年度から一部対面講習との併用開催となっているので、（公財）

日本産業廃棄物処理振興センターが実施する産業廃棄物処理業の許可申請に係る

講習会の協力団体として、開催日程の検討、講習会場の確保、受講申込み対応、試

験期間中の受付業務等を実施していく。 

  

（６）産業廃棄物処理検定への協力 

産業廃棄物の処理に従事する者の技能（能力・知識）を高め維持することが産業

廃棄物業界の発展の基礎であることから、全産連が実施する産業廃棄物処理検定に

ついて積極的に協力していく。 

 

（７）産業廃棄物処理における脱炭素に向けた取組調査 

国は 2020年 10月に、2050年温室効果ガス排出実質ゼロ（カーボンニュートラル）

を目指すことを表明するとともに、2021 年 4 月に、2030 年度において温室効果ガ

ス排出量を 46％削減(2013 年度比)することを目指すと決定しており、廃棄物・資

源循環分野においても積極的な取組が求められている。 

これを踏まえ、全産連では、より長期的な視点に立ったカーボンニュートラルに

向けた取組が必要であると考え、2030 年度における温室効果ガス排出量を 15％削

減（2013年度比）することを目標とする「全国産業資源循環連合会 カーボンニュ

ートラル行動計画」を策定した。 

産業廃棄物処理業者は、排出事業者からの委託を受けて産業廃棄物を処理してい

ることから、自律的に温室効果ガスの排出削減を行うことに困難が伴う。しかしな

がら、社会全体が 2050 年温室効果ガス排出実質ゼロを目指している中で、電力・

燃料のグリーン化、設備・車両の低炭素化などに直接関係する業界のご努力に期待

しつつ、省エネやリサイクルなど、温室効果ガス削減について取組可能なことに注

力し、資源循環の役割を果たしていく必要がある。 

本調査は、中小企業が多数を占める産業廃棄物処理業の実情を把握しつつ、どの

ような温室効果ガス対策が既に講じられているか、また温室効果ガス対策が更に拡

大するために必要なことは何かを、（公財）日本産業廃棄物処理振興センターから

の委託を受けて調査する。また、当協会会員を対象に産業資源循環業向け脱炭素型

経営認定制度（仮称）の創設の検討を進め、調査結果（概要）は、国及び都道府県

や排出事業者の団体等に報告し、会員企業が温室効果ガス対策を実施する上での支

援や取組促進に繋げたいと考え、本年度もこの調査を受託する。 

 

（８）家畜伝染病発生時における防疫対策業務に対する協力 

高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病発生に備え、令和７年 12 月に愛知県

農業水産局長と「家畜伝染病発生時のおける防疫対策業務に関する協定」を締結し

た。 
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高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病が県内で発生し、愛知県から支援依頼

があった場合には畜産農場における防疫措置業務に協力していく。 

 

6 研修事業 

（１）各種講習会・研修会の開催 

循環型社会の構築や産業廃棄物の適正処理に関する認識を深めるとともに、法

令・処理技術の知識習得、労働安全衛生の意識高揚を図る等、会員の資質の向上に

資するため、各種講習会・研修会を開催していく。また、行政機関、他団体が開催

する講習会・研修会の情報収集を行い、積極的に参加の案内をしていく。 

 

➢ 協会主催 

①  産業廃棄物処理実務者研修会の開催 

 

②  労働安全衛生研修会の開催 

新入社員への安全衛生教育・研修、職長等安全衛生教育・研修、リスクアセス

メント研修、事業主を対象とした労働安全衛生教育・研修 

 

③ 安全大会の開催 

安全大会に愛知労働局安全課長等を招聘し、当業界の安全に対する取組をご理

解いただくとともに、労働安全衛生に係る取組に対しご指導・ご支援をいただく。 

 

④  電子マニフェスト研修会の開催（令和元年度を最後に（公財）日本産業廃棄物

処理振興センターのＷＥＢ説明会のみとなった。） 

 

⑤ 廃棄物の適正処理についての普及・啓発活動（企業団体等へ職員を派遣）  

  

➢ 県との共催 

産業廃棄物適正処理推進セミナーの開催 

産業廃棄物処理業者優良化セミナーの開催 
産業廃棄物排出事業者セミナーの開催 
 

➢ 愛知県、名古屋商工会議所との共催（愛知県が応募する「エコアクション 21中央

事務局が募集する自治体イニシアティブ・プログラム」に名古屋商工会議所とと

もに共催） 

ＮＰＯ法人愛知環境カウンセラー協会エコアクション 21地域事務局あいちの協力

を得たエコアクション 21認証取得セミナーの開催 
 

➢ 行政等が主催する各種セミナー等の周知・案内 

① 各種法令等講習会 

 

② 暴力追放セミナー  
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（２）施設見学会の実施 

産業廃棄物のリサイクル施設等、先進処理施設の維持管理運営状況等を学ぶため

施設見学会を実施するとともに会員相互の親睦を図っていく。 

 

7 福利厚生事業 

会員及び従業員相互の親睦・交流を図るため、引き続き、ゴルフ大会、ボウリング大

会を開催していく。 

また、会員及び従業員の健全な発展と福祉の増進を図るため、（一財）あんしん財団

を紹介する業務並びに AIG 損害保険会社及び日新火災海上保険株式会社の集団扱保険

制度の紹介を行っていく。 

 

8 表彰事業 

産業廃棄物の適正処理業務を通じて、生活環境の保全と公衆衛生の向上に寄与し、

事業活動を通じて当協会の発展に貢献のあった会員企業の方々や従業員に対し、また、

会員企業の安全を推進するため、安全優良職長、安全優良事業所、安全標語の採用者に

対し、その功績を讃え顕彰するため、当協会会長名による表彰を行う。 

 

９ 組織強化・拡充事業 

 （１）新規会員の加入促進 

会員数の増加は、協会の財政基盤の強化と業界の社会的地位の向上を図る上で大

変重要な課題であるが、当業界を取り巻く景況動向は、廃棄物そのものの量が減少

しており、引き続き厳しい経営環境となっており退会する会員が増加傾向にある。 

会員減少傾向に歯止めをかけるため、県内の未加入処理業者、排出事業者に対し、

産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会等の場を活用し、積極的に加入を働き

かけ、会員の増加を図り組織の強化を目指していく。 

また、当協会の会員に情報提供している「産業廃棄物処理業許可証」の更新手続

きに関する情報を入会のメリットとして取り上げ、新規会員の加入促進につなげて

いく。 

その他、県内各行政機関の窓口に、当協会の事業案内（入会案内チラシ閉じ込み）

を設置することで、広く県民に協会の取組を宣伝していく。 
 

（２）支部活動の推進 

会員組織の強化及び協会事業の円滑な運営と支部会員相互の交流、情報交換、法

令等研修会、不法投棄防止活動等地域に根差した活動を積極的に推進していくため、

各支部に対し助成金を支出するなど、引き続き支部活動を支援していく。 

 

（３）委員会・部会活動の積極的推進 

各種委員会活動等の活性化を図り、それぞれの専門分野における対応課題につ

いて、積極的に検討を進めていく。 
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（４）青年部の育成 

青年部は、愛知県内のみならず中部ブロックさらには全産連青年部協議会の活

動にも積極的に参画しており、次世代の業界を担う人材の健全な育成を図るため、

青年部の活動に対し助成金を支出するなど積極的に支援していく。 

また、青年部代表者の理事会への参加を通じて、情報の交換・共有化を図って

いく。 

 

（５）女性部の育成 

女性部は女性を対象とする資質研鑽・情報収集・技術研鑽を実施し、業

界の発展を担う人材を育成するとともに、中部地域協議会女性部会の活動も

推進している。こうした女性部の活動を支援するため助成金を支給する。 

 

１０ 物品の購入斡旋、共同購入に関する調査研究と便宜の増進事業 

マニフェスト頒布事業の減収や、許可講習会等の実施協力費の減収に備え、

協会の新たな財源を確保し、会員の便宜の増進を図るため、賛助会員等からの

物品の購入斡旋事業を積極的に行っていく。 

（１） （一財）あんしん財団の紹介業務 

（２） ディーゼル車のNOx・PM規制に対する丸山化成(株)NOx還元添加剤AdBlue

の斡旋 

（３） 新コスモス電機(株)製のアルコール検知器の斡旋 

（４） ファンファーレ(株)が提供するサービス「配車頭」の斡旋 

（５） ＡＩＧ損害保険会社の集団扱保険制度の案内及び集金事務 

（６） 日新火災海上保険株式会社の集団扱保険制度の案内及び集金事務 

以上 


